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要約
　本稿では中国の政府、企業などが購買者そして供給者としてタイ経済に及
ぼしたインパクトを考察していく。本稿で取り上げる主な論点としては、中
国企業等が与える影響は、タイの国家政策や資源の有無によって変わってく
ることがあるということだ。というのもタイの政策、資源のいずれもが、中
国企業等の活動の方向性を決定づける要因にほかならないからである。特に
顕著に見られるのが、中国企業等の経済活動に対するタイ国政府の政策であ
る。タイはこれまで、中国に対して自由化と規制緩和という方針を貫いてき
た。言い換えれば、タイ国政府は現在に至るまで、例外は別として中国企業
等がタイでさまざまな活動をスムーズに行えるよう受け入れてきた。例とし
ては、園芸分野における熱帯フルーツの購買、高等教育施設の買収、農産品
／工業製品の輸出、工場の進出などがある。このためタイ国政府からは、中
国企業等がその目的に沿った活動をするよう監視する方法を取るのではな
く、むしろ市場のメカニズムで中国企業等を「統制」している印象を受け
る。 
　一方で、中国企業等はタイの比較優位性と豊富な資源から生まれる商品の
購買者としての顔をもっている。なぜなら、これらの企業等はタイ国からの
製品供給に依存しているからである。特筆すべきは中国企業等のタイ業界に
対する資本力である。この資本力または購買力により、たとえば果物のドリ
アンの市場に少なからず需要独占的な地位を獲得している。他方、中国企業
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等は生産コストの低さで比較優位性をもつ分野にあっては、供給者としての
顔を見せている。このことから、供給者としての中国企業等は、同じ製品で
も高コストで生産するタイ企業に比べて競争面で勝っていると言える。 
　中国企業等がタイに進出して活動をするに当たり、タイ国政府はこれまで
「マーケットフレンドリー」という市場歓迎の政策で中国企業等を下支えし
てきている。このような政策をバネにして、中国企業等はそのリソースを縦
横に活用している。こうした中、タイ国政府は市場メカニズムに基づく資源
配分の枠組みへ干渉できるようにする政策を打ち出せば、中国企業等の影響
を制限または牽制できると考えている。たとえばタイ国政府には、中国企業
等が諸活動に参加することを制限する規制を設ける手立てがある。このほか
「介入策」も、一部のセクターにおいては中国企業等のプレゼンスや影響力
を抑え込むことができる。  

1.　タイ経済における中国のプレゼンス

　2014年から2018年にかけて、タイの貿易国として最大の相手は中国であっ
た。タイ商務省の貿易統計によると、2000年のタイ―中国間の貿易額はお
よそ62億ドルであり、タイの全貿易額の約5%を占めていた。中国がWTO
に加盟した当初は、このアジアの大国はタイ貿易の相手国として4番目に
位置していたにすぎない。ところが、2002年に中国ASEAN自由貿易協定
（CAFTA）が発足してからは著しい伸びを見せた。この協定は中国とタイ
との間で、双方における貿易、サービス、投資の拡大に寄与した（Liu and 
Jayanthakumaran 2016年）。 
　この2国間協定は、タイ―中国の貿易を飛躍的に拡大させた。タイから中
国への輸出額は、2002年の35億ドルから2010年には217億ドルへ、大きく跳
ね上がった。一方、タイの対中輸入額も、49億ドルから242億ドルへと急伸
している。2000年代終わりごろまでには、タイにとっての中国は、日本に次
ぎ第2位の貿易相手国となった。その後、2010年から2018年にかけて、中国
―タイ間の貿易額は4,789.1億ドルから4,202億ドルへと落ち込んだが、それ
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でも中国はタイの最大の貿易相手国であり、2013年以来、貿易総額の約16%
を占めている。 
　タイへの海外直接投資（以下“FDI”）インフローに目を向けてみると、
2018年、中国は日本、シンガポールに次いで3位の位置にある。タイ銀行の
統計資料（2019年）によると、中国のタイへのFDIインフローは2005年の
4,500万ドルから2010年には7,400万ドルへと漸次増加であったが、2013年に
は一気に88億ドルへと跳ね上がった。2014年から2018年までの中国からの
FDIインフローは、70億ドルに過ぎなかった2015年を除いて、年間80億ドル
を超えていた。内訳を見てみると、中国からの製造セクターにおけるFDIイ
ンフローは、他のセクターと比べても群を抜いている。中国からタイへの
FDIが増加の一途をたどっているのは、いわゆる中国政府の「走出去戦略」
が根底にある。この戦略の下で中国企業は対外投資に躍起になっており、さ
らに中国―ASEAN間の経済協力も推し進めている（Mathavee and Huang 
2016年）。タイをこの戦略のターゲットとしたのは、中国政府には、タイが
地理的、政治的、経済的に重要な国であるという認識があるためだ。中国政
府はタイの地理的条件に注目し、消費財をASEAN諸国、世界市場へ輸出す
るにあたり、その軸としてタイを位置付けている。 
　中国とタイの経済活動の拡大、中国のタイへのFDIの増大はまさに今まで
に見られない現象と言っていいだろう。中国政府がタイ共産党（CPT）を
支持したためにタイが混乱に陥った冷戦時代、中国とタイの外交関係は限定
的なものであった（Hewison 2018年）。ターニングポイントとなったのは
1997年から1998年にかけて巻き起こったアジア金融危機である。このとき中
国は人民元を切り下げることなく、混迷している東南アジア諸国に援助の手
を差し伸べて、ASEAN+3（アセアンプラススリー：APT）注1 のメンバー
となった。ここまで述べてきた政策により、堅実な地域経済内に共産主義を
台頭させるべく推進していた、それまでの中国のイメージが一変した。近年
では、国をまたがるインフラネットワークの結びつきを狙う中国の一路一
帯（BRI）のイニシアチブが、中国とタイとの経済活動の拡大に寄与してい
る。このイニシアチブでは、両国は地域経済の要としてタイの地理条件を活
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用する動きを奨励している（Piratorn and Jiranuwat 2018年）。 
　中国とタイとの貿易関係はこれまでスムーズに展開してきているように
見える。これは、南シナ海に位置する国の中で、タイには中国と領土問題
でもめる要因がなかったからだ（Jesadapan 2016年）。領土問題に起因す
る紛争がない以上、中国とタイが貿易戦争の火種をつくるようなことはな
いと思われる。同様に、中国のFDI拡大には、タイ政府の方針やタイの国内
事情が絡んでいる。Chutira, Anchalee, and Suchart（2015年）のデータに
よると、タイに企業拠点が進出した背景として、タイ投資委員会（Board of 
Investment of Thailand：以下“BOI”）が唱えた税のインセンティブに加え
て、低賃金であるにもかかわらず高熟練度の労働力がタイに存在することが
挙げられる。 
   
2.　工業品貿易における中国の影響

　中国―タイ間の自由貿易の初期段階では、完成品の輸出に関して中国は
東南アジア諸国の経済に打撃を与えたとRavenhillは指摘している（2005
年）。それでも東南アジア諸国は、中国の工場に部品や中間材を輸出できた
ため、ある程度の利益を獲得することが可能であった。中でも、ミディア
ムテクとハイテクの産業で中国よりも比較優位をもつタイは、コンピュー
ター、電子機器などの製品を扱い、発展著しい中国のアセンブリセンターに
中間財を輸出していた（Coxhead 2007年）。
　一方、タイの衣料やフットウェアの工業系起業者は、労働集約型製品を売
り込む中国の台頭によって苦境に立たされていた。Breslin（2006年）が示
唆するように、中国とタイを含めた東南アジア諸国との自由貿易協定によっ
て、中国は豊富に存在する低賃金労働者と政策とを背景に、東南アジアにお
ける国際ネットワークのアセンブリセンターとしての立場を固めていった。 
上記情報を踏まえて、2つの疑問を挙げ、これを解明する。第一は、近年、
中国とタイの工業製品の輸出入はどのような変化を遂げたのであろうかとい
うことだ。第二は、本国とタイの両方で活動する中国企業等は、現在、さら
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に将来において、タイの製造業界にどのような影響を与えるであろうかとい
うこととなる。  
　国連商品貿易統計データベース（2019年）の統計に基づき筆者が算出した
ところによると、タイが中国から輸入する労働集約型の代表的製品であるア
パレル、衣服アクセサリー、布地といった製品は、2014年から2018年の間に
全輸入額の40%から50%を占めており、タイが純輸入国であったことが示さ
れている。
　反面、タイは同期間において他国との貿易ではこれら労働集約型製品の純
輸出国であった。具体的には、タイはアパレル、衣服アクセサリーの対外貿
易では年ベースでおよそ1億ドルから5億ドルの黒字を記録している。ところ
が中国との同製品の貿易では、2億ドルから3億ドルの赤字となっているの
だ。同様に、タイは布地の対外貿易は年ベースで黒字となっており、その額
は3,700万ドルから1億3,000万ドルである。
　一方で、タイは対中国との布地の貿易は年ベースで約9,300万ドルから1億
6,500万ドルの赤字になっている。とりわけ注目に値するのは、2014年から
2018年までの間、中国製品の輸入は40%超を占めているのに、タイが輸入し
たアパレル、衣服アクセサリー、布地の場合では60%未満になっている点で
ある。  
　中国は、タイにとって、アパレル、布地など労働集約型製品の最大級の輸
出国であるという顔のほかに、スマートフォンなどの電子機器を輸出すると
いう顔も併せ持つ。2014年から2018年の間、中国からのスマートフォンの輸
入額は、国連商品貿易統計データベース（2019年）の資料から算出すると約
7億5,000万ドルから10億8,000万ドルにも達している。さらに、同時期でタイ
が輸入した中国製のスマートフォンは、全体の90%超と圧倒的な占有率を示
した。 
　タイは中国のアセンブリセンターに中間財を輸出しているが、2014年から
2018年の間の輸出はかなり不安定な状況であった。国連商品貿易統計データ
ベース（2019年）によると、タイは2015年、2016年、2017年と中間財の代表
格とも言うべき集積回路に関して対中国への純輸出国であったが、2014年と
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2018年には純輸入国に転じた。貿易額の面から見ると、タイの集積回路の中
国への輸出額は同製品の対外輸出額全体の約10%にすぎない。ただし、同統
計によると、タイは同期間、集積回路の対外輸出で黒字になったことはな
い。
　また、集積回路の貿易に関するデータには、第二次産業の一部の側面しか
反映されていない。そのため、このデータのみで第二次産業に対する中国企
業等の影響をつぶさに知ることはできない。

好調を続ける中国工業製品とタイにおける中国製品供給者  
　2010年代初頭より、中国の布地、電気・電子機器などの工業製品は、労
働コストの低さからタイ市場で好調を続けている。Thairath（2012年10月29
日）のインタビューに応じた工業経済局の前局長、Nattapon Nattasomboon
氏によると、相当数のタイの起業者が電子機器やホームデコレーションをタ
イ国内の工場に発注するのではなく、中国製品を輸入し始めているという。
タイの起業者は、労働と素材のコストが高いことから売値が上がりすぎたタ
イ製品を避け、安価な中国製品を購入して事業を興そうとした。その結果、
タイの製造工場は生産を縮小せざるを得なくなった。中国製品は低価格にも
かかわらず、品質が目覚ましく向上しており、安くて良質な中国製品はタイ
の消費者の心をつかんだ。低価格と良好な品質という強みを備えた中国製電
気機器は、競争でタイ国内製品に勝利を収めるようになった。 
　このような状況はスマートフォンのような電子機器にも見られた。リサー
チ会社Canalysの調査によると、タイのスマートフォン会社で上位5社のう
ち中国の携帯電話会社が3社（Oppo、Huawei、Vivo）入っているという。
タイのスマートフォン市場では、このOppoがSamsungに代わって売上1位
を獲得した（Workpoint News、2019年2月15日）。Oppo、Huawei、Vivo3
社を合計したスマートフォンの市場占有率はタイ市場の48%を占めてい
る。中国製のスマートフォンは、その手頃な価格とまともな品質で、今後
ともタイの消費者に受け入れられ、タイ市場で好調を続けていくであろう
（Positioning Magazine、2019年2月22日）。 
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　ここで注意すべきは、中国の工業製品、とりわけ安価な製品の流入が警戒
水域に達するかもしれないということである。というのも、中国製品から米
国を守ろうとするドナルド・トランプ米大統領が中国との貿易戦争に突入し
たからである。Thansettakij（2018年11月22日）のインタビューに応えたタイ
衣料メーカー協会会長Yuttana Silpsarnvitch氏が明らかにしたところによる
と、この貿易戦争により部分的ではあるが中国産衣料がタイに流入したとい
う。米国が自国内市場における中国産布地の販売を減少させるための米国輸
入税を引き上げたため、中国産布地の販売業者はタイなどの近接諸国を販売
先とせざるを得なくなった。中国製品が米国市場に投入されなくなると、そ
の分がタイに輸出されるなど、貿易戦争によって中国製品の販売先が他に向
いてしまうので、この衣料の問題は例外と考えず、適切な対応を図るべきだ
ろう。タイ工業連盟副会長のKriengkrai Thiennukul氏はThansettakij（2018
年11月4日）へのコメントで、貿易戦争によって中国販売業者は製品をダン
ピング価格でASEAN諸国に売りつけるだろうと述べた。要するに、トラン
プ政権が火ぶたを切った貿易戦争は、中国工業製品の進出をさらに強めるこ
とになったのである。
　貿易戦争に伴う中国製品の大量流入などネガティブな影響を緩和するた
め、タイ国商務省は衣料、フットウェア、電気・電子製品など中国工業製品
の非合法的な流入を入念に監視している。しかしながら、今まで同省職員は
疑わしい輸入品を発見していない（Thai PBS、2019年8月2日）。国境付近で
は税金逃れで密輸が横行しおり、監視施策ではこのような密輸にも対処する
必要がある。前述のYuttana Silpsarnvitch氏は次のような考えを提示した。
すなわち、タイ当局が本腰を入れた検査をすれば、タイの衣料業界にダメー
ジを与えるような中国製衣服の非合法的な輸入を最小限に抑えることができ
るのだから、輸入された中国製衣料の数量と品質を徹底して検査すべきとい
うのである（Thansettakij、2018年11月22日）。 
　中国製造品の流入に触発された中国の販売業者はタイで事業を始めようと
考える。その一例がタイの首都バンコクで最大級である衣料、アクセサリー
市場、サンペン市場（問屋街）に中国企業等が進出していることだ。サンペ
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ン市場での中国企業等同士の熾烈な価格競争は、部分的ではあるがこの市場
からタイの業者を締め出す事態を生んだ。安価な商品に容易に手を出せる中
国企業等と同じことのできないタイの業者には、販売価格を下げる余裕はな
かった（Manager、2019年7月14日）。このような事態をサンペン市場に巻
き起こし、タイの業者を苦しめたのは中国の販売業者の存在だけではない。
タイの業者はこのほかの要因からも不況に喘いでいたのである。
　さらには、中国の販売業者は販売拠点を市場のみならずバンコク以外にも
求めて活動を展開している。たとえば、タイとラオスの国境中心地にあるウ
ドーンターニーのボーベー市場には複数の中国販売業者が店舗を構えてい
る。Lin and Keeratiporn（2017年）の情報によると、中国企業等がウドー
ンターニーに移住してきたのは、「収入を得て、生活の質を向上させる土地
を求めるため」、そして非友好的な競争がはびこる中国から逃れるためであ
るという。こうした中国企業等のウドーンターニーへの移住は、彼らの家
族、ソーシャルネットワーク、インターネットバンキング、十全な事業開始
資金、販売事業の豊富な経験といった要因によって拍車がかかった。突き詰
めて言えば、中国企業等はタイ市場に製品を輸出して市場シェアを獲得した
ばかではなく、タイに新たなビジネスチャンスを求めて事業の拠点までも設
けたということになる。  
　布地、アパレル、電気・電子機器といった中国工業製品がタイへ膨大に
流入している状況の舞台裏には、タイ国政府の事情が絡んでいる。まず、
2005年に締結された中国―タイ間の自由貿易協定は、中国企業等がタイ業者
に比較優位をもつ中国工業製品の輸出を促した（Liu and Jayanthakumaran 
2016年）。次に、タイを含む東アジア諸国では貿易赤字解消のために自国通
貨価値の上昇を回避してきた。これは、複数の通貨を使用せずに主としてド
ルに固定していた経緯がある（Thorbecke 2016年）。通貨切り下げは、近
隣諸国との相対的な価格競争で敗北する要因につながるからである。このよ
うな理由から、タイは中国製品の流入をコントロールするために通貨を操作
することが到底できなかった。タイ国政府は温帯果物の場合と同様、工業製
品の市場を規制するという干渉主義的政策ではなく、市場メカニズムを活用
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する方法をとったのである。  
            
中国製造業者の移転
　中国の工業製品や販売業者の動きに加えて、特筆すべきは中国の製造業者
である。一部の製造業者は近年、タイの資源を目当てに生産拠点をタイに移
転する動きが活発になっている。こうした状況は、中国―タイ間の自由貿易
協定が及ぼす影響について論評した一部の文献の調査結果と合致していない
ところがある。たとえば、Bhanupong（2017年）は、中国が2000年にWTO
（世界貿易機関）に加入したことによって、タイから中国への労働集約型
工業製品のFDI（直接投資）が低減したが、その理由は低賃金労働力の比較
優位という面でタイが不利だったためであると指摘している。中国のWTO
（世界貿易機関）加入は、タイのFDIインフローにネガティブな影響を与え
た（Bhanupong 2017年）。1992年から2006年の間、タイの平均FDIインフ
ローは中国へのFDIインフローの約9.3%であった。その後2007年から2016
年の間、タイの平均FDIインフローは中国のFDIインフローのわずか4.3%と
なった。
　中国企業によるタイへのFDIは、タイ国政府と中国の経済情勢の変化に
よってもたらされた。2000年の中国によるWTO加盟と一連の二国間自由貿
易協定を踏み台にして、中国政府は2000年代初頭「走出去戦略」を掲げ、中
国企業にさらなる海外投資を奨励した（Pittaya 2007年）。中国政府は、中
国企業の国際的な競争力をつけるために打ち出したこの走出去戦略の活用に
より、グローバルな展開を目指している（Gonzales-Vicente 2011年）。この
走出去戦略によって中国企業が資金を海外に投入する背景はたしかに理解で
きるが、これでは一部の中国企業が生産拠点をタイに求めている理由の明確
な答えとはならない。
　総じて、タイ国政府は中国の投資家による諸事業への投資活動に許可を与
えてきた。たとえば、Mathavee and Huang（2016年）によると、2001年か
ら2014年の間、タイ投資委員会（BOI）は、一次産品、製造品、建設など複
数分野へ資金を投じる中国の投資プロジェクト260件を承認した。さらにタ
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イ投資委員会は、製造業者を含む中国の起業者を対象として、タイへの投
資を促すための特別イベントを開催した。先ごろタイ投資委員会は、新規
の工業および物流ハブとして進めている東部経済回廊に中国企業を誘致す
るよう、タイのソムキット・チャトゥシーピタック副首相に進言した（Post 

Today、2019年10月23日）。さらに、タイ国政府は中国の資本家に工業団地
の整備を許可した。たとえば2006年、中国の民間企業Holley Groupとタイの
不動産デベロッパー、アマタグループの連携により、タイ・中国ラヨーン工
業区を整備することが承認された（Romyen 2018年）。  
　中国からのFDIを引き入れようとするタイ国政府の思惑は、中国の経済情
勢によって拍車がかかった。というのも、中国では国民の消費を押し上げよ
うとする政府の経済戦略が実行に移されており、その結果労働者の賃金が上
昇した（Donaubauer and Dreger 2018年）。こうした中国労働者の賃金上
昇に誘発され、FDIは近隣の低賃金諸国へと移転していった。上昇した賃金
を回避すべく、中国企業もタイ、インドネシア、ベトナム、カンボジアなど
の東南アジア諸国への投資、移転を進めていった。中でもタイとインドネ
シアの平均賃金は、中国南部の平均賃金の半分にすぎなかった（Yang 2016
年）。タイ投資委員会への申請書が示唆するとおり、タイに拠点を移す中国
企業は相当数にのぼった。申請者は賃金上昇を回避するだけでなく、貿易戦
争の影響、中国の厳格な環境・労働関連法の適用から発生する不利な状況を
避けたかったのである（Rapoza 2019年）。    

経済的自立とタイの中間財輸出  
　地域経済活動のネットワークと一連の自由貿易協定を足掛かりとして、中
国は中間財と素材の分野でタイにとって最大級の市場となった。そのため、
中国の経済情勢、中国製品を購入する世界中の消費者の動きといった要因
が、中間財輸出国としてのタイの将来を形作るのは避けられない状況にあ
る。Thorbecke（2018年）の石油、農産物、金属からなる「3製品モデル」
を踏まえると、中国経済に激震が走ればタイの一次産業への損害は避けられ
ないという。 
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　このような状況は中間財にも見られる。たとえば、米中間の貿易戦争はタ
イの集積回路とコンピューターの輸出に打撃を与えた。中国の起業者は米国
消費者からの注文が減ったため苦境に立たされており、そのような起業者に
対してタイの製造業者が中間財を供給していた（Post Today、2018年11月21
日）。中国は、自動車の組立完成品を米国市場に輸出しており、タイはその
素材として自動車の部品、装置を中国に輸出していたので、貿易戦争はタイ
の輸出にも悪影響を及ぼした（Thansettakij、2019年5月21日）。タイの経済
は、電子部品や自動車部品などの輸出主導型で対外輸出総額の30%を占めて
いるため、貿易戦争はそうしたタイの経済活動を大幅に停滞させる要因と
なった。  
　他方、タイの製造業者は製造品を他国に販売することも可能であるた
め、貿易戦争による悪影響はそれほど深刻ではなかった。前述したとお
り、タイの集積回路の中国への輸出額は、同製品の対外輸出額全体の10分
の1にすぎない。このため、中国への輸出が14.1%落ち込んでも、タイの輸
出総額から見ると下げ幅は5.2%であった。この輸出減を補った他の市場
として米国、EU諸国、日本、CLMV諸国があり、こうした市場への輸出
が増大した（Khaosod、2018年10月22日）。タイ商務省貿易政策戦略局の
Pimchanok Wornkhorporn局長の公式発表によると、貿易戦争は部品、コ
ンポーネント、完成品の米国への輸出拡大の機会をタイ産業界にもたらし
た（Matichon、2018年8月10日）。このように他国への輸出が増大したとは
言ってもタイの全般的な輸出はいくぶん落ち込んでいる。この情勢は、タイ
の製造業者が過度に中国の需要に依存しなければならないというリスクを負
うことを意味していた。 
　中国企業は一定の割合で部品供給をタイの工場に依存しているため、タイ
製造業者のこのような状況は中国の工業製品輸出にも影響を与えた。注目す
べきは、2011年に発生したタイ洪水が中国への製造品輸出を麻痺させた一件
である。この洪水によって中国企業に部品を供給していたタイの工場は当分
の間閉鎖せざるを得なかった。中でも、洪水のため中国のパソコン組立工場
にハードディスクドライブを供給していたタイの工場が複数、閉鎖に追い込
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まれた（Abe 2014年）。その結果、2011年の洪水後にタイの工場で生産さ
れるハードディスクドライブが不足したため中国のパソコンの組立完成品の
輸出が落ち込んだ。タイからの供給減という問題に対処するため、中国企業
はマレーシアからのハードディスクドライブの輸入を拡大した。2011年タイ
洪水の際の中国企業のこうした対処を見ると、中国企業は地域における生産
チェーンにリスクが生じても、中間財の調達方法を多様化させることでリス
クをコントロールできることがわかる。 

高速鉄道の建設
　中国企業等は、2010年代当初よりタイでのインフラ開発など建設事業を手
掛けるようになった。これはタイ国政府のインフラ整備政策に呼応して利益
を得ようという試みの現れである。とりわけ中国政府機関、中でも国有鉄道
会社は2010年以来、タイの高速鉄道（以下、“HSR”）建設事業にプロポーザ
ルを提示した（Trin 2019b）。外国におけるHSR建設事業へのこのプロポー
ザルは、中国共産党（以下、“CPC”）の戦略の一環であった。とくに、CPC
はこの事業を通して中国の影響力が及ぶ範囲の拡大（Arase 2015年、Chan 
2018年）、そして遠隔地域における工業製品の供給過剰と相対的に発展が遅
れている地域での問題の解消を目指していた（Yu 2014年、Summers 2016
年）。 
　中国のHSR建設事業推進の努力にもかかわらず、タイの2つの政権、すな
わち連立のアピシット政権（2008年～2011年）と多数政党のインラック政権
（2011年～2014年）は、タイ国内の政治紛争が災いしてHSR建設事業を実
行に移すことがかなわなかった（Trin 2019b）。アピシット政権によるHSR
実現が失敗に終わった根本原因は、アピシット自身が率いる民主党と主要議
員が運輸省を牛耳るプームチャイタイ党（タイ誇り党）との確執であった。
他方、多数政党のインラック政権では国会での紛争を乗り切ったが、HSR
の資金集めが憲法違反と憲法裁判所で判決が出た影響で、HSR事業を実現
する大望は打ち砕かれた（Trin 2019b）。このようにアピシット政権、イン
ラック政権ともにHSR事業を実現できなかったのだが、翻って考えるに、
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中国が進めるHSRなどのグローバルなインフラ開発の運命は、相手国の国
内情勢に握られていることを示唆している。
　HSRはその後、2017年プラユット・チャンオチャ将軍（2016年～2019
年）が率いる軍事政権になって、ようやく建設に着手することができた。
プラユット政権は中国側代表者と合意に達し、首都バンコクと北東部への
ゲートウェイとなるナコーンラーチャシーマ（コラート）とをつなぐHSR
の建設にこぎつけた。中国とタイが携わるHSR建設事業を別の側面から見
ると、中国企業等の影響を牽制しようとするタイの国策がわかってくる。た
とえば、プラユット政権はHSR建設事業における中国企業等の活動範囲に
制限を加えた。また、プラユット政権が軍事力を背景にした強権政府である
ことを考慮すると、中国が関わったこのインフラ建設が円滑に進められるの
は明白だ。プラユット政権はその権限を発揮し、中国企業等をタイの現行法
規適用対象から除外できるようにした。    
　プラユット政権は、タイと中国の業務を分担するルールを定めた（Trin 
2019a）。すなわち、タイ企業は主として土木関連業務を分担し、中国
側は高度技術や熟練労働者を必要とする業務に限定して分担することと
なった（Ravee 2017年）。これらの業務には、信号関連、レール敷設、
通信、電力供給システム、オペレーションセンター、インフラ設計などが
あった。この分担方式の下で業務を実施すると、タイ企業は中国―タイ
HSR事業から多大な利益を得ることができる。HSR事業の全経費は約54
億ドル注2、そのうち土木費が占める金額は約41億ドルと全経費の70%を占
める。残り30%は設計、信号関連、オペレーションシステムに充当される
（Prachachartthurakij、2017年6月22日）。 
　このように、タイ国政府が干渉主義的政策をこのような公共工事に持ち込
めば、中国企業等の影響、進出を牽制し、統制できるのである。ただし、こ
のHSR事業で採られた業務分担制がうまくいくのは、タイ国政府が事業に
全資金を投入することと、中国企業等が技術、エンジニアリング、建築の分
野のみに限定して担当することが条件となる（Nop 2017年）。これは仮定
だが、タイ国政府が中国企業等と合弁事業という方式をとってHSR事業に
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資金を投入した場合、中国企業等のHSR事業への介入度が高まり、彼らが
より多くの利益を得る事態となってしまうだろう。   
　実際、一部の中国企業等はタイ企業との連携によって土木工事がもた
らす賃借料を獲得しようとした。たとえば、中国建築股份有限公司はタ
イのNawarat Patanakarn Public Company LimitedおよびA.S Associated 
Engineering （1964） Co., Ltd.と合弁事業を成立させて建設工事の入札に参
加した。入札対象となった工事はナワナコンとバンポーを結ぶ23kmに及ぶ
土木工事であった （Prachachartthurakij、2019年5月9日）。同様に、中国の
SinohydroもSahakarn Wisavakorn Co., Ltd.およびTipakorn Co., Ltd. と提携
し、ドーンムアンとナワナコンとを結ぶ22kmに及ぶ土木工事の入札に参加
した。タイと中国の合弁事業で土木工事の入札に参加するという実例を見る
と、中国企業側にタイ国政府の干渉主義的規制を少しでも回避したいという
目論見が見え隠れする。
　タイ国政府、それも強権主義的な政権であれば、権限をちらつかせながら
中国が関与するこのインフラ整備プロジェクトを推し進めることができる。
例として、2014年タイ王国憲法第44条の適用に踏み切ったプラユット政権
は、バンコクとコラートとをつなぐ中国―タイHSR事業に伴う法的制約を
取り除いた（Trin 2019b）。注目すべきはこの第44条の規定で、プラユット
政権はこの規定の下、法的制限なく権限を発動することが許される。実際、
プラユット政権はこの規定のおかげで「通常必要となる法的または議会の手
続きを経ることなく」目的を遂行できた（Panuwat 2017年）。加えて、こ
の第44条を適用したプラユット政権は、基準価格に基づく政府調達、政府に
よる購買／雇用に関する法令、中国人スタッフの就労許可等について法定手
続きを経ることなく、事業を推進することができたのである（Thairath 2017
年6月15日）。このようにタイ国政府の干渉主義政策は、かえって中国企業
等を利することがあると言えよう。HSR事業が良い実例だが、タイ国政府
は「マーケットフレンドリー」的政策は別にしても、中国企業等がタイで果
たす役割とその範囲を決定づけるとともに限界を定める可能性を秘めている
と言える。 
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3.　タイのサービス産業における中国の影響

　中国とタイが自由貿易協定を締結した2005年以来、二国間の貿易額は2005
年の18億ドルから2012年には52億ドルへと飛躍的に伸びた。2005年から2012
年の間、サービス業部門における対中国との貿易においてタイは毎年純輸
出国となっており、同期間の黒字は2005年の3億5,482万ドルから2012年の29
億3,000万ドルへと急増している。タイのサービス業部門における全世界と
の貿易に照らしてみると、中国との同部門における貿易の割合は10%にも満
たないが、筆者がOECDのデータベースに基づいて計算したところ、割合は
2005年の4.76%から2012年には7.14%と小幅ながらも上昇していた。残念なが
ら、2013年から2018年の期間、タイ―中国間のサービス業の貿易統計につい
ては、OECDデータベースでは入手できなかった。このセクションでは、特
定の経済活動の定量データと、ジャーナリストによるインタビューや学術文
献といった定性データの両方を駆使して中国企業等がタイの第三次産業の将
来にどのような影響を及ぼすのかについて考察していく。本報告書では、こ
れらの分析手法をうまく用いて、タイ―中国間のサービス業部門統計が利用
できないという不備を補っていきたい。このセクションでは特に、小売業、
高等教育、観光の3つの活動に焦点を当てていく。 

小売業
　タイのインターネット通販業においては、中国企業等は、大手で影響力を
もつ業者に数えられているが、コンビニエンスストアやショッピングモール
のセクターでは、限定された影響力しか及ぼしていない。インターネット
通販における中国企業等の興隆は、決して驚くべきことではない。という
のも、中国とタイを始めとする東南アジア諸国はeコマースの分野で協力関
係を築いた経緯がある。その一例として、この協力関係の下、関係諸国は
中国ASEAN自由貿易協定の新分野としてeコマースを推進すべく、広西に
て「中国ASEAN eコマースサミット」を開催した（Hua 2016年）。このほ
か、タイ国政府、経済団体、一般企業はタイ製品の中国eコマースプラット
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フォームへの進出を進めるため、中国eコマースプラットフォーム業者や民
間起業者を対象とする「GMS注3―タイeコマース経済回廊：GTEC 2019」会
議を開催した（Infoquest、2019年8月9日）。
　ここで注目すべきはタイ商務省の動きだ。同省は中国最大級のeコマース
プラットフォームであるアリババグループと連携して、B2C注4のウェブサイ
トであるTmall.comに「タイ産米フラッグシップストア」を開設した。同省
の目的は、このストアを通じてタイの米生産者および米輸出業者が中国eコ
マース市場へと進出できるよう便宜を図ることであった（Infoquest、2018年
4月23日）。同省はこのほかにも、中国のeコマースプラットフォームを活用
してタイのマンゴスチン、マンゴー、ココナッツ、バンレイシ（シュガー
アップル）などの農産物を販売促進できないかと検討を加えた。以上のよう
に、タイ国政府は中国市場へのタイ製品展開を推進するため、中国eコマー
スプラットフォーム業者との具体的な協力関係を強めていった。 
　しかし、別の側面から見てみると、タイ国政府がタイ―中国間のeコ
マースプラットフォーム協力関係を推進するこのような試みは、タイの
小売業者や製造業者にとって好ましくない結果につながりかねない。
Prachachartthurakij（2019年12月2日）のインタビューに応じたタイ商業会議
所のPratchya Samalapa副会頭は、タイ国政府は中国のeコマースプラット
フォームをコントロールできないと危惧している。特に、中国のプラット
フォーム業者はタイの課税を回避し、中国製品のタイ業者への供給を中国側
の方法で進めていくおそれがあるという。タイ国政府がこのような中国方式
のeコマースプラットフォーム事業をうまくコントロールしなければ、価格
競争の面で中国業者に後れをとるタイの中小企業はダメージを受けるであろ
う。同様の危惧を訴えているのがタイ最大級のeコマースプラットフォーム
業者、Tarad.comを創設したPhawut Pongwitthayaphanu氏だ。決済サービ
スや物流システムを擁するアリババグループが直接投資を行えば、タイの
小売業者、デパート、銀行、運送会社は打撃を受けるだろうと述べている
（Thitipol 2018年）。eコマースでは、業界のトップレベルを走る中国企業
との協力関係がタイの業者や生産者にとって有益なのか否かを判断するのは
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時期尚早であろう。 

高等教育  
　近年、タイの学位を取得するためタイの高等教育機関で学ぶ中国人学生
が増える傾向にある。Sukanya（2017年）で引用されているタイ高等教育局
（OHEC）の統計によると、2013年にタイの高等教育機関で学んでいる中国
人留学生は、全留学生の35%を占めていた。明らかに、タイの全留学生中、
中国人学生が最多の割合を占めていた。この事実は、タイの大学で学びたい
という中国人学生の需要の表れである。増大するこの需要に敏感に対応をし
たのは中国資本であった。実際、中国資本は主として私立大学であるが、タ
イの大学をいくつか買収したのである。クリーク大学やスタムフォード国際
大学などがそれであり、今後10校以上のタイの高等教育機関を買収する予定
がある（Manager、2019年11月15日）。中国資本がタイの私立大学を買収し
ている背景には、タイの私立大学における収入減や、学生数の減少による損
失増大といった内情が大きく関わっている（Manager、2019年11月29日）。
　タイの大学で学びたいという中国人学生の需要が増大している背景には、
次のような要因がある。まず、中国で全国的に有名な大学に入学したいと
思っていても競争の厳しい環境にいる多くの中国人学生は、そのような環境
から逃れて、第三次教育で学生の受け入れをいくらか保証しているタイの大
学入学を目指している（Narita 2017年）。2番目の要因として、タイをはじ
め東南アジア諸国の高等教育にかかるコストは、欧米圏諸国よりも低いこと
が挙げられる。そこで中国の中産階級の親たちは、コストのさほどかからな
いタイの大学へ子弟を入学させようとするのである。3番目の要因として、
中国人学生はタイの生活情報に比較的通じている点が挙げられる。4番目の
要因は、タイの大学のカリキュラムにある。中国人学生はタイでビジネスを
スタートさせる、またはタイの知人等とのビジネス関係を構築するには、
タイの大学の方がより多くの機会を持てると考えている（Wannachok 2018
年）。こういった事情でタイの大学に大挙して通う中国人学生は、当然なが
らタイの大学に一定の変化をもたらした。    

http://www.iti.or.jp/

http://www.iti.or.jp/


国際貿易と投資　No.120　◆ 93

タイ経済における中国の影響

　一部のタイの大学、たとえばランシット大学やトゥラキット バンディッ
ト大学は、何らかの方針を打ち出して中国人学生を募集している。これらの
大学は、コストを極力抑えるために仲介業者を通さず学生と直接接触し、募
集できるよう特別イベント等を実施した（Prachachartthurakij、2019年3月18
日）。このほか、これらの大学は中国人学生のニーズに沿えるよう教育プロ
グラムを調整したり、中国の大学と覚書（MOU）を締結したりしている。
一例を挙げると、中国資本に買収されたクリーク大学は、中国語使用の教育
プログラムを設けている（Komchadluek、2019年1月21日）。以上を要約する
と、タイの高等教育機関に多くの中国人学生が入学してくると、各国留学生
の割合のみならず、学校の組織構成までも変化していくのである。

観光
　近年、増え続けた中国人観光客がタイの観光業界で最も突出した客数を記
録しているため、彼らは部分的ではあるがタイ経済にとっても欠かせない存
在となっている。観光スポーツ省の統計（2014年）によると、タイへの旅行
客数は約870万人に達した。これは2016年、外国人旅行者総数の約4分の1を
占めた。タイを訪問する外国人のうち、最も多いのは中国からの旅行者であ
る。こうした旅行者の平均滞在期間は9日間前後で、欧米諸国の旅行者の滞
在期間の半分である。旅行中、1人当たりの中国人旅行者が1日に使う金額は
約180ドルである。また2016年、観光関連の収入で最多の収入源は中国人旅
行者であった。中国人旅行者が旅行中にタイに落とす金額として、タイは約
130億ドルを獲得した。この額は外国人旅行者から得られた総収入の約28%
を占めた。 
　タイがこれまで膨大な数の中国人旅行者を惹きつけてきたのには次のよう
な国内外の事情がある（Dalina and Lalita 2015年）。国内でいうと、タイに
は美しい自然の観光スポットや文化行事があり、こうした観光資源を手ごろ
な価格で楽しめるという点が挙げられる。国外という面では、実際にタイを
旅行した中国人がその貴重な体験を中国国内で広めてきた。その結果、口コ
ミのおかげでタイを旅行したいと考える人々が新たに現れてくる。このよう
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に増え続ける中国人旅行者の態様は均一ではなく、次の2つのグループに分
類できる。第一のグループは「一般の」旅行者で購買力の低い低所得者層、
第二のグループは、旅行の内容つまり「質」を重視する、高い購買力をもつ
高所得者層である（Therdchai、2017年）。これら2つのグループにはそれ
ぞれ、旅行に対するさまざまなニーズとスタイルがある。タイを訪れる多く
の中国人旅行者は、一般の旅行者で第一のグループに属し、その過半数が旅
行会社主催のツアーを利用している。第二のグループの半数は旅行会社が手
配した旅行サービスを利用するが、残りの半数は自分たちの好きなように旅
行する「個人旅行」である。 
　中国人旅行者がタイの経済に貢献していることは確かだが、彼らの旅行は
タイの人々にさまざまなトラブルを引き起こしている。一例を挙げると、中
国人旅行者に安価な旅行サービスを提供する「低価格ツアーパッケージ」に
は、特定の店舗で相場よりも高価格の商品を購入するプログラムがついて
くる（Prem 2018年）。低価格であるため、低価格ツアーを利用する旅行者
は一般旅行者のグループに属しているが、こうした低価格ツアーは、一般的
にタイの観光業界と経済に3つの問題を投げかける（Chairirk 2015年）。ま
ず、低価格ツアーにおいて中国人旅行者は好まない商品やサービスを購入さ
せられるため、タイへの観光イメージを悪化させる。次に、ツアー主催者が
適切なタイのマナーや慣習について事前にツアー参加者に教えていないた
め、タイの自然や文化遺産が適切に取り扱われていない。最後に、低価格ツ
アーでは中国企業等が経営する特定の店舗、レストラン、ホテルが利用され
るため、タイの地元の人々が中国人旅行者による直接の利益を得ることがほ
とんどない。

4.　結論

　以上、本報告書ではタイに対して購買者と供給者という二つの顔をもつ中
国企業等が、市場支配力を駆使して、タイ経済のリソースの使用と配分を方
向付けていることを解き明かしてきた。本報告書では、各産業におけるタイ
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と中国との関係の概況、そして現在、将来の関係性を例証する定量データ、
さらにタイ企業と中国企業等の諸活動に伴う持続性と変化の根本要因のロ
ジックを探るための定性データを使用した。
　いくつかの実例で説明したとおり、タイ国政府が市場メカニズムを円滑に
し、マーケットフレンドリーな政策を打ち出すことを政策の主目的とする限
り、中国企業等はそれに乗じて縦横無尽に支配力をふるうことができる。バ
ンコクとコラートとをつなぐ中国タイHSR事業のケースは別にしても、タ
イ国政府は中国企業等のタイにおける諸活動の規模と範囲の限界を定めるよ
うな対策はほとんど講じていない。中国企業等の諸活動を制する具体的な政
策なくして、タイ国政府がドリアン輸出や観光などの分野で中国と対等に立
つための土台を敷くことは困難である。
　一方で、購買者としての顔をもつ中国企業等は、その膨大なリソースと閉
鎖型ネットワークをバックに一部の製品価格を操作できるし、特定製品の市
場からタイ国内業者を追い出すことも可能なのである。他方、供給者として
の顔をもつ中国企業等は将来、特定の市場を独占するポテンシャルを有して
いる。具体的には、こうした中国企業等は価格戦略を駆使して、市場競争で
タイ企業に勝利を収めることができるのである。
　タイ経済における中国のプレゼンスの洞察について深めていくには、定
量、定性の両分析、各産業（サブセクターを含む）におけるマクロ、メゾ、
ミクロのレベルの考察が必要となる。換言すれば、各産業におけるタイと中
国との経済関係を俯瞰し、解明できるようなさらなる考察が必要である。同
時に、各産業におけるタイと中国の企業や政府機関の相互関係、政府の方針
について詳細に解明することも必要となる。最後に、定量と定性の両分析メ
ソッドを駆使してタイ経済における中国のプレゼンスをより包括的に解明す
ることが必要である。  
（本稿はJKA補助事業として実施した。）
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タイ経済における中国の影響
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注
１  APTは10か国の東南アジア諸国、すなわちブルネイ、カンボジア、インドネシア、ラオ

ス、マレーシア、ミャンマー、フィリピン、シンガポール、タイ、ベトナムに北東アジア
諸国、すなわち中国、日本、韓国を加えた国から構成される。

２  この推定経費には土地購入費は含まれていない。
３  GMSは Greater Mekong Subregion（大メコン河流域）の略語。
４  B2Cは business to customers（企業―消費者間の取引）の略語。
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